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                           郡山市長 品 川 萬 里 

郡山市職員の私有携帯電話の公務使用に関する要綱  

  

 （目的） 

第１条 この要綱は、公務の円滑かつ迅速な遂行のため、職員が個人で使用する携帯電話を公務

上の理由により連絡するための通信機器として使用することに関し、必要な事項を定めるもの

とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 私有携帯電話  

職員が個人で使用している携帯電話及び簡易型携帯電話（ＰＨＳ）をいう。 

(2) サービス提供会社  

職員が私有携帯電話を公務上の理由により使用した場合の費用を直接本市に一括請求する 

サービスを提供する会社をいう。 

(3) 登録  

私有携帯電話を公務に使用するに当たり、職員の氏名及び当該私有携帯電話番号等をサー 

ビス提供会社に登録することをいう。 

 （対象職員） 

第３条 私有携帯電話を公務に使用することができる職員は、本市の一般職の職員及び特別職の

職員（非常勤である者を除く。）とする。 

 （責務） 

第４条 職員は、私有携帯電話の公務使用に当たり、次の事項を遵守しなければならない。 

 (1) 上司の命令及び法令等の規定に反しないこと。 

 (2) 公務以外の目的で使用しないこと。 

 （登録等） 

第５条 私有携帯電話を公務に使用をしようとする職員は、あらかじめ私有携帯電話公務使用申

請書（別記様式。次条において「申請書」という。）に必要事項を記入し、所属長の承認を得

て、市長に申請するものとする。 

２ 前項の規定は、私有携帯電話の登録の変更及び解除を行う場合に、準用する。 

 （登録の期限等） 

第６条 前条第１項の規定による申請書による登録の期限は、当該申請書が提出された日の属す

る年度の３月31日までとする。 

２ 前項に規定する期限は、申請書に係る登録の内容に変更が無いときは、当該申請書の提出に

よらずに、更新することができる。 

 （使用方法） 

第７条 職員が私有携帯電話を公務で使用するときは、市長の指定する方法により通話しなけれ

ばならない。 

 （報告） 



第８条 防災危機管理課長は、職員が私有携帯電話の公務使用を行った場合、サービス提供会社

から送付される通話の利用明細書を、当該職員の所属長宛に報告するものとする。 

 （登録の取消し） 

第９条 市長は、私有携帯電話の公務使用を登録した職員が次のいずれかに該当するときは、登

録を取り消すものとする。 

 (1) 第４条の規定に反したと認められるとき。 

 (2) 第５条第２項の規定により登録を解除する旨の申出があったとき。 

 （費用の負担） 

第10条 特別の理由によるもののほか、第４条第２号の規定に反して私有携帯電話を公務以外の

理由で使用したときは、市長は、当該通話に要した費用を職員に対して請求することができ

る。 

 （故障等の処理） 

第11条 私有携帯電話の公務での使用中に生じた破損、故障等については、当該私有携帯電話を

所有する者の責任において、修繕等を行うものとする。 

 （その他） 

第12条 この要綱に定めるもののほか、私有携帯電話の公務使用に関し必要な事項は、市長が定

める。 

   附 則 （略） 

 

 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 

 

 


